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都心地区の計画・運営におけるエリアマネジメント組織の役割

　Roles　of　Area　Management　Organization

in　Planning　and　Management　of　City　Center

　　　　　長　聡子＊，出口　敦＊＊

Satoko　CHO＊　and　Atsushi　DEGUCHI＊＊

in　recent　years，　organizations　of　private　sector　practice　area　management　in　city　center，　Japan．　This　study　aims　to

analyze　how　roles　area　management　organization　has　in　planning　and　management　of　city　center．　First，　through

the　research　concerning　urban　plans　and　guidelines　by　17　advanced　area　management　organizations　at　10　districts，

we　show　the　trend　and　characteristics　of　ways　to　develop　plan，．contents　of　plan　and　techniques　for　realizing　plan．

Secondly，　we　review　the　actions　of　four　private　sectors　organizations　at　Tenj　in　District　of　Fukuoka　City，　where

they　have　practiced　area　management　for　a　long　time，　and　point　out　that　they　work　on　emergency　problems　and

take　actions　to　realize　plans　by血em　as　they　coordinate　with　local　govemment．

K｛ツ「vvords’・Areaル勧ag㎝θηちσロide伽9αり1σe11嬬．FL白㎞0左aαり；Te4加District

　　　　　エリアマネジメント，ガイドライン，都心，福岡市，天神地区

1．はじめに

1．1　研究の背景

　これまで地区の管理運営は行政に委ねられてきたが，

従来の行政の公平・平等の下に行われる対応だけでは，

これからの時代に適した魅力を創出することは難しく

なってきている1）．このような社会背景を受け，近年で

は地権者や事業者，行政など多様な主体が一体となって

組織を設立し，地区の管理運営や集客活動，広報活動等

も含めた幅広い活動を行い，地区の魅力向上を目指すエ

リアマネジメントに注目が集まっている1）．カナダ，ア

メリカに端を発した取り組みであるが，国内でも多様な

地区関係者によるエリアマネジメントの事例が多く見ら

れるようになってきている．

　また近年では，地区の地権者や事業者，行政などが一

体となって地域主体の将来計画を策定し，それに基づい

た活動を実行するエリアマネジメントの事例も都心地区

を中心に多数見られるようになっている．

　このような動向を受け，都市経営や都市計画分野での

エリアマネジメントに関する研究の蓄積が進んできてい

る．ものの，地区。管理・運営を担う組織の組織体制や活

動実態について調査・分析し，課題を整理しているもの

が多く，都心地区の計画・運営におけるエリアマネジメ

＊九州大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
＊＊都市・建築学部門

ント組織の役割について分析した研究はまだ数少ない．

1．2　研究の目的と方法

そこで，本研究ではエリアマネジメントの先進事例を

調査・分析対象に，都心地区の計画・運営におけるエリ

アマネジメント組織の役割や課題を整理することを目的

とする．具体的には，以下の3つを目的とする．

①国内の10地区，17組織のエリアマネジメントの先進

事例を対象に，これら組織の都心地区の計画・運営に関

わる活動内容の傾向や特徴を整理する．

②戦後，複数の民間事業者組織が順次設立され，事業者

間の競争と協調の中で発展してきた福岡市都心の天神地

区を対象に，これら組織の当地区の計画・運営に対する

役割を考察する．

③上記①②に基づき，都心地区の計画・運営におけるエ

リアマネジメント組織の役割やそれを実行するための方

法や仕組みについて考察することとする．

1．3　研究の位置づけ

　国内の都市のマネジメントについて論じた既往研究と

しては，TMOやエリアマネジメント組織などを対象に，

その組織体制や活動内容について分析したものや，都市

空間の計画・整備に関わる組織の活動内容を整理したも

のがある．

　前者については，TMOと他組織や市民との活動の連携

状況について分析したもの2）や，まちづくり公社の事業
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内容の実態分析より行政との分担領域について考察した

もの3），エリアマネジメントの組織体制と活動内容の実

態を整理したもの4）5）6），また様々な組織形態の市民組

織を対象に，その発足経緯や活動の展開の実態を整理し

た研究7）や，複数組織によるプラットフォーム的合意形

成の場を形成する体制について論じた研究8）がある．

　また後者については，町づくり会社による再開発事業

の事業手法を分析し，その成立条件を考察した研究9）や，

行政の計画策定における関係主体の組織化の実態10）や

関連組織問の連携状況について分析した研究11）がある．

　しかしながら，これらの多くが組織体制や活動内容，

活動資金の調達手法等，マネジメントの仕組みに関する

調査・分析であり，また地区の計画・運営に関わる研究

’についても，プロジェクトを単位としたものや行政計画

策定に関するものであり，都心地区一帯の計画・運営に

対する地域主体のマネジメント組織の活動の役割につい

て分析したものはほとんど見られない．そのため本研究

では，エリアマネジメントの国内の先進事例を対象に調

査を行い，地域主体のマネジメント組織の都心地区の計

画・運営に対する役割について分析することとする．

2．エリアマネジメントによる地区将来計画の策定

2．1　調査・分析の対象

　文献1）や既往研究4）5）6）において取り上げられている

エリアマネジメントの事例の中より，地域主体の将来

計画の策定や運用，またその計画内容に沿って整備され

た空間の維持・管理等の都心地区の計画や運営に関わる．

活動を継続的に行っている事例を抽出し，本研究での調

査対象としている．分析に用いた情報は，①エリアマネ

．ジメント組織からの資料提供やインターネットの活用に

よって収集した，エリアマネジメント組織によって策定

された地区の将来計画に関する情報，②文献資料やイン

ターネットを活用し収集した，エリアマネジメントの組

織体制や活動内容に関する情報である。具体の調査・分

析対象は，表1aに整理した10地区，17組織である．以下，

地区名，エリアマネジメント組織名については表1a内

の記号を用いることとする．

2．2　地区将来計画の策定経緯と策定体制

　地区の将来計画の策定経緯や策定体制については，地

区の再開発方法別皿）で違いが見られたため，これに合

わせて特後を整理する．

　エリアマネジメントの対象地区内で一体開発や段階的

開発が行われる場合は，それらの開発が契機となってエ

リアマネジメント組織が設立され，その組織が関係主体

の協議や合意形成の場を設け，地区の将来計画を策定し

ている（図1）．関係地権者が限られているため地権者

のみ，もしくは行政担当者も交えて将束計画が策定され

ている．

　また，段階的開発の進められているE地区では，地区

の一部で具体化した事業を推進する組織として，関係地

権者によってE2が設立され，事業の実施とともに事業

完了後の公共空間の維持管理業務を担当している（図1，

表1ab）．

　一方，既成市街地などの個別更新を基本とした地区の

場合は，地区の街並みを阻害する開発の発生したH地区

や，地区発意の計画案を行政へ提案し開発誘導を試みた

1地区などのように，都市計画や都市デザイン上，何ら

かの課題の発生を背景に，地区内で目的意識が共有され，

地区の将来計画が策定されることが多い．

　次に，これらの将来計画を策定したエリアマネジメン

ト組織について見てみると，以前から存在した地区自治

組織や，将来計画の検討を契機に設立された組織将来

区
区
区
区

繊
晩
晩
晩

離

図1エリアマネジメント組織設立と将来計画の策定の関係

表伯　エリアマネジメント組織及び将来計画の概要

地区 開兜方法 組織 設立年

（）浜みなとみらい烈 A1 1984年
横浜みなとみらい21地区

一体開発
i跡地） みなとみらい21街づくり協議会

A
A2 1988年

汐貿シオサイト地区
一体開発
i跡地）

汐留地区街づくり協議会 B
81 1995年

中間法人汐瑠シオサイト・タウンマネジメント B2 2002年

大阪ビジネスパーク地区
一体開発
i跡地）

大飯ビジネスパーク開発協議会 C C 1970年

天王洲アイル
一体関発
i跡地） 天王洲総合開発協議会 D D 1985年

晴海地区 段階開発

晴海をよくする会

E

E重 1984年

（株）晴海コーポレーション

z地区内一部
E2 1988年

東五反田地区 段階開発

東五反田地区街づくり推進協議会
i5街区を中心に設立されており，街区毎に再開発組
№ｪ設立され事業実穂）

F F 1993年

大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画推進協議会 61 1988年

大丸有地区 個別更新 夫手町・丸の内・有楽町地区まちづくり懇談会 G 62 1996年

NPO法人大丸有エリアマネジメント協会 G3 2002年

銀座通連合 旧 1919年

全銀座△ H2 2001年
銀座地区 個別更新

銀座街づくり会繊

麟

”3 2004年

大阪市長堀地区 儒別更新 長堀21世紀計画の会 1 響 1982年

紳戸山居留地 個別更新
旧居留地連絡協議会
i1983年に硯名称に糞更）

」 J 1946年
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像の検討を契機に以前から存在した地区自治組織を補強

したものなど様々である（図1）．

　既成市街地の場合，地権者等関係者の数が多く，加え

て既に多くの就業者や来街者も存在するため，計画内容

の周知活動やこれらの人々の意見を反映する機会を設け

ることも重視されており，G地区ではシンポジウムの開

催ホームページでの計画内容や協議内容の公開，また

．就業者・住民等へのアンケートやパブリックコメントの

募集も行っている（表2）．

　また，全地区を通じて言えることは，各エリアマネジ

メント組織が中心となって地権者や行政担当者等が協議

する場を設けていることであり，更に10地区中8地区

が将来計画の策定や運用を専門に担う別組織や下部組織

を設けている（表1b）．

2．3地区将来計画の内容

　．地区の将来計画の内容については，記された計画内容

の具体性の面から，文章やイメS・一・一ジ図によ．って地区の目

指す将来像を明示した「基本方針型将来計画」，具体の

表2大丸有地区の将来計画に関する周知・意見収集活動注2）

　　年月

1998年5月

1998年11月

1998年12月ん

1999年8月．

　1998年

1999年11月

2005年7月

2005年6月
間2005年7月

表lb

　　対象者

市民

当地区就業者

墾
蔵

滑りアマネジメント組織及び将来計画の概要

場所を特定して整備方針や整備手法を明示した「整備方

針型将来計画」，また建築物等のデザインに関する基準

等を明示した「デザインルール」の3つのタイプに分け

られるため，この点から整理することとする（表1b）．

①基本方針型将来計画

　基本方針型将来計画の場合は，地区全域を対象に，地

区の目指すべき将来像や理念についての基本的考え方を

中心に記されている。地区の特性や課題を整理し，そこ

から地区の目指す将来像を明確にし，イメージ等を提示

している．具体的な規制事項やデザイン・マニュアルが

含まれることはなく，地区全体の今後の計画・運営の方

向性に対する意見の共有を図ることが重視されていると

言える．

②整備手法型将来計画

　整備士法型将来計画では，①基本方針型将来計画同様

に地区の目指すべき将来像や理念を整理した上で，それ

を具現化するための都市基盤や建築物の改善・（再）整

備方針や整備手法の提案を具体の場所を特定して行って

いる．「新・晴海アイランド計画」や「晴海アイランド

計画2001」では，二丁目ごとの分会での協議を通じて

策定された具体的な開発計画が提示され，また「大手町・

丸の内・有楽町地区まちづくりガイドライン」では，計

画の実現に向けた手法として法制度の活用や官民の分担

する役割についての記述も見られる（図2）．

③デザインルール

デザインルールについては，ほとんどが①や②を補足

する規準，規則として設定されている．地区計画や建築

の誓
小

将来計二二定・運用組織 将来計画 作成年
計画
燉e’1 実現化手法

みなとみらい21街づくり協謹会
・「みなとみらい21街づくり韮本望定」

i韮本協定を補う各種基準や指針、ガイドプランを策定） 1988年 ① ・基本招定の運用

・　　　　　　　　　，’1

・街並み整備計固 ③

・計顧一腰における協議会発案の反映（公共施設・公共空間の高質化）・公共施設・公共空間の維持・管理費用の半額負担を条件とした公共施設・公共空閥の高

ｿ化の実理（行政との「碁本鳩定」、r基本合意書」締結）

・行政から委銑されて公襲施設・公共空間の管理・運営

・大阪ビジネスパーク一且グループ。建築協定ワーキングチーム会議

・「互いに共同して本題画地における市街地の逡成を図り、大飯ビ

Wネスパーク計回の実現を期する」協定書
1970年 ①

・建築協定（地区全体の招定とブロック単位の協定の2段階構成）

・建築協定（地区全体の協定とブロック単位の招定の2段階構成） 1984年 ③
，

・東品川三丁目（天王洲アイル）マスタープラン 1986年 ① ・地区計画ならびに用途地域、容積率変更の光市計画決定

・r暗海アイランド計画」 1986年 ①
丁目分会 ・「新・晴海アイランド計画」 1990年

・「晴海アイランド計画」に代表される塘元発案計画の協議の塙を毅定・地元発案内容の一部を都市計画決定

・「晴海アイランド計画2001」 2001年

・一V目全地権者
・「開発に関する覚書」（1987年）・「開発に関する基本協定書」α988年）

・「東五反田地区街づくり協定」 1996年 1

アーバンデザイン都会 ・「東五反田アーバンデザイン・ガイドライン」 1999年 3 ・街づくり協定の締結

・「東五反田地区景観形成ガイドライン」 2005年 3
ガイドライン検討会 「大手町・丸の内・有楽町地区街づくり基本協定」 1994年 1 ・東京郁への計画案の提案

・「ゆるやかなガイドライン」 1998年 ①

大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり懇談会
・rガイドライン∫ 2000年 ② ・官民儲議の場を設定

・「大手町・丸の内・有楽町地区まちつくりガイドラインj 2005年 ②

・r銀座街つくりヴィジョン」 1999年 ①

・銀座街づくり会議・銀座予ザイン協議会

・r銀座ルール」 1998年 ③

・地区計画による壁面後退・建物の高さ制限・駐軍場附置義務特例制度・　　　一　　　、　　．　　一　　　　　　　　　　　し

・r賊AGAHO則一MALL2U 1983年 ①
衡づくり委員会 ・「長堀・心斎橋郁市再開発提言案』 1ggo年 ① ・行政への計画案の提案・縮議

・おしゃれな大人の散歩まち一息づくり憲章」 2㎜年 1

・r旧口留地まちづくり計画」 1ggo年 ①
・行政への要望書の提出・行政担当部局と協議会との定期的意見交換・神戸市景観形成市民団体違絡協議会への参画・地区計画による壁面後退・建物の高さ制限及び主要交差点における広場型地区施設の

部心づくり推進委員会 ・「榊声旧居留地／復興計画」 1995年 1

・「抑心づくりガイドラインj 1997年 1

・r広告ガイドライン 2003年 3 設置

＊1地区の将来計画の計画内容については，本文中2。3の分類に従った類型番号を示している．
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協定等の法的効力を備えたルールや地区内の規範として

のルールなど強制力は様々である．

2．4地区将来計画の更新

　E1やG2，　Jのように，エリアマネジメント組織設立

の初期段階においては，まずゆるやかな計画内容の①基

本方針型将来計画を共有し，その後協議を進めることで

より具体的な整備手法等をまとめた②整備手法型将来計

画を策定しているものや，A1，　A2のように地区全域の

大枠の計画を補う各種規準やガイドプラン等の③デザイ

ンルールを適宜策定しているものが確認できた（図3）。

　このように，まずは地区の多様な関係者の意思の共有

が重視され，計画内容の充実化や具体化については，そ

の後の協議の進展に合わせて；更新・補強を行っている．

　　O街並み形成型
　　　・・空地評価から中聞領域評価　　　［塁璽雪

　　　への転換

　　　　　　　　　　　ゆ
　　　　　　　　　　　「竪聚｝
　　　　　　　　　　　絃5超く　　　　　　　1　　　騰，

　　　　　　　実理制度等

中同領域の形震
・蟹鯉

・榎諺
・鳳填

o　　’
・‡ットワーク

。

も ・麓含設欝

・鷺定衡区

・地区計i

　　　まみネットワ　クむ

O容積移転型
・敷地内容積配分から地区内容積移転への展煽　　』

　　1300x　　　　　　　　　　　　■レ1300rx

　　　　　　　　ζ＝三乗欄客砿

○用途入れ替え型

コゑね　あき　ほからオ　　　セヨロへのほみ

　ロサ　ぴほほのねお

　　　……瀞！・　　　　　　メ

鳶鑑

：繍、
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：：鑑

・地区胱酉

’狸弊

図2　法制度の活用の提案（r大丸有地区まちづくりガイドライン］　12’）

組織 将来計画の更新・補強の変遷

「みなとみらい21
Xづくり墓本偽定」　　　　　　　　規箪。捲飴／ガイドブラン

「暗海アイランド計画」　　　「斬・晴海アイランド計画」　　r晴海アタランド計画2001」

「東五反田地区街づくり招定」　　　アーバンデザイン・ガイドライン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

A1

`2

「大丸有地区街づくり基本協定」

「ゆるやかなガイドラインj　「ガイドライン」　　　　　、「大丸有地区まちづくりガイドライン」

「銀座街つくりヴィジョン」

r鍛庭ルール」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rおしゃれな大人の散歩まち「猷G州α著1→脇LL2U　r長堀・心斎橋郁市再開発提言案」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一細づくり憲章」

「旧居冒地　　　　　　　「神戸旧居膚塘ノ　　　　r郷心づくリガイドライン」　　r広告物ガイドライン」　　筆ちづくり置引」　　　　　　　　　　　　　　復興計踊」

　　　　　口甚本方針型将来計西　□整嫡手法型将来計颪’▲デザインルール

図3地区の将来計画の更新・補強の変遷

加えて，将来計画の内容について適宜見直し，更新を行

うことで，社会・経済の情勢やその時々の地区のニーズ

に適合した内容へと進化させている？

2．5　まとめ

　以上より，エリアマネジメント組織による地区の将来

計画の策定の傾向や特徴を整理すると，まずエリアマネ

ジメント組織は地区の多様な主体が公平に協議する場を

設ける役割を担っており，協議内容や策定プロセスを関

係者へ広く公開している事例も確認できた．’

　また将来計画の内容については，まずは関係者間の意

志の共有を図ることが重視された基本方針型将来計画が

策定さ礼その後協議を進展させることで計画内容の充

実化，具体化にも目を向けた整備手法型将来計画やデザ．

インルニルの策定を行なっていた．加えて，地区内の再

開発の機運の熟度に合わせて部分的に詳細計画を：策定す’

る事例も見られ，地区一律の計画だけでなく，地区内の

部分毎の計画検討も必要であることが窺える．

3．エリアマネジメントによる地区将来計画の運用

3．　1地区将来計画の実現化手法

　次に，策定した地区の将来計画を実現させるための手

法を整理する．実現化手法については，エリアマネジメ

ント組織自体やエリアマネジメント組織を含む関係者が

開発事業を実施する「プロジェクト型」，地区全体の街

並みやデザインに関する法的効力のあるルールを策定す

る「法的効力担保型」，また開発行為の発生する時にエ

リアマネジメント組織を含む関係者で協議を行う「協議

型」に大きく分けられるため，これに基づき整理するこ

ととする．

①プロジェクト型

　プロジェクト型は，一体開発や段階的開発で見られる

タイプである．このタイプの例としては，E地区の一部

での一体的再開発事業が挙げられ，関係地権者によって

設立されたE2が事業推進を支援した．事業完了後には

E2が共同利用施設の維持・管理を担っている（図4）．

　また，B地区では公共施設・公共空間の事業計画検討

段階から官民による協議を行うことで，より質の高い空

間を創出し，更に，これらの維持・管理業務を行政が

B2へ委託している．なお，公共施設・公共響町の高質

化の条件として，維持・管理費の半額をB1が負担する

図4　晴海地区におけるエリアマネジメント組織と
　　　　　地権者・行政との関係
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こととなっており，会員からの会費によって賄っている．

②法的効力担保型

　法的効力担保型は，10地区中6地区で実践されてい

る．一体開発や段階的開発の場合は，計画初期段階で地

区の全体計画が策定されるものの，事業時期に開きが出

てくる場合があるため，エリアマネジメント組織や関係

主体，また行政も交えて協議，調整を行い，計画内容の

一部を行政の都市計画に位置づけたり（D，E地区），街

づくり協定（F地区），建築協定（C地区）を締結するこ

とで，法的効力の下で計画内容の実現化を担保している．

また，既成市街地における個別更新を基本としたH，J

地区の場合は，地区特有の街並みを維持することを目的

に地区計画を活用して建築物の高さや壁面線の位置の統

一を図っている．

　一方で，このような行政の都市計画への位置づけを

行っていないエリアマネジメント組織においても，定期・

不定期で官民協議の場を設けることで，エリアマネジメ

ント組織発案め計画の提案やまちづくりに関する情報の

共有化を図っている事例（G，1地区）も見られる（表
lb）．

③協議型

　協議型については，A，　H地区で実施されている手法

であり，エリアマネジメント組織やエリアマネジメント

組織内の専門組織と開発関係者が事前に開発の計画内容

について協議する場を設け，地区の将来計画や街並みへ

配慮したデザインとなっているか審議を行う手法であ
る．

　H地区の場合は，H3の中に位置づけられた銀座デザイ

ン協議会が東京都中央区の市街地開発事業指導要綱の規

定に基づくまちづくり協議組織として認定を受けてお

り，当協議会と事業計画者が開発の計画内容について事

前に協議し，両者の合意をもって中央区へ報告書を提出

し，事業が実施される仕組みが整備されている（図5）．

3．2　まとめ

　地区の将来計画の実現化手法については，どの地区に

おいても地域主体で策定された将来計画自体には法的な

強制力はないものの，計画内容の一部を行政の都市計画

へ反映させたり，地区計画，建築協定などの法制度を活

用することによって計画の実現化を担保させたものや，

’mリアマネジメント組織と開発関係者が開発の計画内容

鰻［ii三］・

について事前審議を行う仕組みを確立させることで計画

の実現化を担保させたものが確認でき，このような手法

を活用することで地域主体の将来計画に適合した都心地

区の実現を目指している．

計画概要 ・追加資料

・協議

事業計画上

図5　銀座地区の協議プロセス注3）

4．福岡市天神地区における都心地区計画・運営に対す

　る民間事業者組織の役割

　続いて，実際の都心地区の計画・運営におけるエリア

マネジメント組織の役割について整理するため，本章で

は戦後から複数の民間事業者組織が順次設立され，事業

者間の競争と協調の中で発展を遂げてきた福岡市都心の

天神地区に焦点を当て，これら組織の活動の変遷を当地

区の計画・運営との関係に着目して整理することで，こ

れら組織の役割について考察することとする．

4．1民間事業者組織の設立と活動の変遷

戦後，天神地区内に商店街が複数建設されたのを機に，

秩序ある競争と緊密な連携体制のもと当地区全体の発展

に寄与するこを目的に，商店街の有志数人が発起人とな

り，「都心連盟」（後に都心界と改名）（1948）が設立され

た．これに続いて，天神地区の事業者を中心とした法人

約100社によって「天神発展会」（1955）が設立された．

　商業事業者から構成される都心界は，協同宣伝等の商

業活動はもちろんのこと，天神地下街の延長案に関する

請願書の福岡市への提出や再開発計画の初期段階におけ

る要望書の提出など，行政へ積極的に働きかけることで，

藍
も

●街路灯建設

●旧日本生命九州支店の赤煉瓦建築保存運動　　　grc・・　》

▲天神地下街の南側への延長等請願書を福岡布に提出

　【請願書の内容】

　・南は国体道路まで拡張すること．

　・岩田屋西側　10n道路地下開発の同時着工

▲県庁舎移転反対の疎情書を提出

［地下街の初期構想］

天神交差点を中心として
南北に255nL幅42，n，約10，000㎡

　　　　　　　　道路占用許可認可

▲●県庁舎移転反対請願書を提出　　　　　　　浦回

▲県庁跡地利用に関する陳情書を提出　i

▲県庁跡地利用に関する陳情書を再度提出

▲天神地区総合駐車場の建設を福岡市に陳情

▲ベスト電器所有空きビルの早期活用を陳精

■「快適なモビリティの実現に向けて」策定

　　　　　，
Est　mmE　：ggptN

◆天神ピクニック2005社会実験の実施

◆天神ピクニック2006社会実験の実施

◆天神ピクニック2007社会実験の実施

◆r天神まちつくりガイドライン」策定

　　　　▲部心界●天目発展会■天神モピりテ～タウン協議会◆引しov8天神協議会

図6都心地区計画・運営に対する活動の変遷注4）
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表3天神地区の民間事業者組織の概要

組織名 　都心界
i旧都心連盟）

天神発展会
天神モビリティタウン

@　　協議会
Weし。ve天神

@協議会

設立年 1948年

　　　1955年＊2006年にW・L。v・天神

@　協議会と統合
2002年 2006年

設立目的
商業事業の秩序ある競争
ﾆ連携体制のもと地域社
?ﾌ発展に寄与すること

天神地区を政治・経済・文

ｻなどすべての面の中核
s市にすること

天神地区の発展を目的
ﾉ，企業・市民・行政が

pートナーシップを発揮

ｵ、交通問題を給合的に

�?ｷること

天神地区の様々な活動主
ﾌと共に，生活文化や人
ﾉ優しい環境の創造，集

q力の向上．及び地域経
ﾏの活性化を図ること

構成団体
百貨店，大型専門

X，商店街など12商

ﾆ者団体

法人約100社（1957年
ﾉ都心界加入）・→理在はWo　Lo鴨天神協

c会に同じ

鉄道事業者，都心

E，福岡市など6団

ﾌ

法人81社，自治連合
?C福岡市，九州大

wなど

主な活動

・市への天神地下街延長
?闖曹ﾌ提出（四54）・県庁舎移転反対請願書

ﾌ提出（19刀）・天神発展界と運名での

Vしい街づくりへの要望書

ﾌ提出（四86）

・街路灯の建設（1956）。18日本生命九州支店の

ﾔ煉瓦建築保存運動
ｿ969）

・r快適なモピりティの実現
ﾉ向けて」策定（2003）・天神ピクニック2004社会

ﾀ験の実施（2004）

・天神ピクニックの実施
i2004～2007）・「天神まちづくりガイドラ

Cン」策定（2008）

当地区の発展に力を注ぎ，またこれらの提案が当地区の

都市政策に実際に反映されてきた．一方，天神発展会は，

街路灯の整備や文化財の保存運動といった都市空間の快

適性の向上を目指した活動に取り組んできた．1957年

に都心界が天神発展会に加盟してからは，共同で天神地

区の街づくりに関する要望書や提言を提出し，積極的に

行政へ働きかけてきた（図6）．

　1990年後半以降は両組織の目立った活動は見られな

いが，当地区内に新たな組織（「天神モビリティタウン

協議会」（2002），「We　Love天神協議会」（天神発展会と

統合）（2006））が設立され，これらの組織が積極的にま

ちづくり活動を実施している．

　天神モビリティタウン協議会やWe　Love天神協議会

には構成団体として行政や大学が入っており，特にWe

Love天神協議会には地域住民組織も参加している．こ

れらの組織は，個別の課題を解決する活動の実施だけで

はなく，天神地区の街づくりに対する提言やガイドライ

ン15）を策定し，更にここで示された施策の一部を社会

実験16）17）として経年的に実践し，計画内容の検証も行

なうなど，地区の目指すべき将来像の構想やその実現に

向けた活動にも取り組んでいる（表3，図6）．

4．　2　民間事業者組織の都心地区の計画・運営に対する役割

　上述するように，戦後間もない時期から民間商業者間

によって独自の組織体制が整備され，民間事業者間での

協調や行政への働きかけによって，様々な施設整備や取

り組みが実践されてきたことが分かつた（図6）．

　これらの活動を担ってきた複数の組織は，構成団体の

業種や活動目的等が異なり，それぞれ独自の活動を行な

いつつも，活動内容によっては連携した取り組みも行な

い，協働して地区の計画・運営を支援してきた．

　近年では，’当地区の民間事業者に留まらず，行政や大

学も構成団体に加えた組織が設立されるようになり，こ

れまでの民間事業者組織から行政へ陳情，要望するとい

う関係から，産官学が協働して当地区の課題解決や目指

すべき将来像の実現に向けて取り組む体制になってきて

いる．

4．　3　まとめ

　福岡市天神地区opように，長期間に渡って都心地区の

計画・運営に関ってきた民間事業者組織の活動の変遷を

整理することで，これら組織が各時点における地区に鴨

る緊急の課題の解決や地域の目指す将来像に向けた取り

組みの実施の面で推進役，調整役としての役割を担って

きたことが分かった．

　1990年代後半までは，民間事業者組織が地区に関る

緊急の課題に対する地域の意見を集約し，行政へ陳情，

要望することで課題解決に取り組んできたが，近年では

組織自体に行政や大学が加入することで，産官学の協働

体制が整い，単に緊急の課題解決だけではなく，地区の

目指すべき将来像の構想や将来計画の策定，またその実

現に向けた活動へと取り組みが展開されていることが確

認できた．

5．おわりに

　本研究では，国内のエリアマネジメントの先進事例調

査と福岡市天神地区での民間事業者組織の長期に渡る活

動実績の変遷を整理することで，都心地区の計画・運営

におけるエリアマネジメント組織の役割やそれを実行す

るための方法や仕組みについて考察した．そこから得ら

れた知見を以下にまとめる．

（1）エリアマネジメントの先進事例調査より，これらの

地区では事業者や住民の提案による地域主体の地区将来

計画づくりの仕組みが確立しっっあることが確認でき

た．また地区の将来計画の策定・運用過程では，多様な

関係二間の意志疎通，目標の共有を図ることが重要とな

るが，エリアマネジメント組織が様々な関係者が参加す

る協議の場の設定や調整役としての役割を担うことで，

地域主体の将来計画の策定・運用が推進されていると言

える．

（2）．策定された計画の実現に向けては，行政の法制度の

活用や，エリアマネジメント組織と開発関係者が事前に

計画内容について協議できる仕組みの確立が重要である

ことを指摘した．

（3）福岡市天神地区での民間事業者組織の長期に渡る活

動実績の変遷を整理することで，これらエリアマネジメ

ント組織が中心となり，民間事業者間の協調や産官学の

協働の基で，都心地区の計画・運営に地域が継続的に関

わってきたことを示した．

　地域主体の地区将来計画の策定は，地区の多様な関係

者の意志疎通，目標共有を図る貴重な機会であり，エリ

アマネジメント組織の担うべき役割は大きい．地域の代

表であるエリアマネジメント組織が都心地区の計画・運

営に積極的に関わっていくためには，まずは構成員や協

議団体に行政を加え，官民が協働して地区の課題解決や

目指すべき将来像の実現に向けて協議・実践できる体制

とする必要がある．また，計画の実現に向けては，上述
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のような計画内容の実現を担保する手法を確立する必要

がある．そして，地域が主体となって策定する将来計画

は，地区の課題に即応することが求められるため，社会

状況や関係者の問題意識の変化に合わせ適宜弾力的に変

容させることのできる運用の仕組みにしておくことが重

要である．

注

注1）地区の開発手法を，参考文献4）を参考に，次の3種に区分した．エリ
　アマネジメントの実施される地区全体を一度に一体的に開発する①一体開
　発，再開発によって地区全体を段階的に開発する②段階的開発，既成市街
　地において各建物が個別に再開発する③個別更新．
注2）参考文献12）を参考に作成．
注3）参考文献13）を参考に作成．
注4）参考文献14）を参考に作成．
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